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はじめに 
 
大阪府堺市は、2006 年（平成 18）４月に全国 15 番目の政令指定都市に移行した。2009 年 10
月には、10 年４月に神奈川県相模原市が政令指定都市へ移行することが閣議決定された。その
他、熊本市が 2012 年の政令指定都市移行を目標として市町村合併を進めており、これが実現す
ると、政令指定都市は全国で 20 都市となる（表１参照） 
 
表１ 政令指定都市の基礎データ 
  政令指定都市 人口 面積 人口密度 
  への移行年月 （千人） （㎢） （人/㎢） 
横浜市 1956 年 9 月 3,586  437  8,198  
名古屋市 1956 年 9 月 2,165  326  6,631  
京都市 1956 年 9 月 1,388  828  1,676  
大阪市 1956 年 9 月 2,517  222  11,320  
神戸市 1956 年 9 月 1,505  552  2,726  
北九州市 1963 年 4 月 983  488  2,015  
札幌市 1972 年 4 月 1,880  1,121  1,677  
川崎市 1972 年 4 月 1,341  143  9,396  
福岡市 1972 年 4 月 1,375  341  4,032  
広島市 1980 年 4 月 1,149  905  1,270  
仙台市 1989 年 4 月 1,004  784  1,281  
千葉市 1992 年 4 月 918  272  3,373  
さいたま市 2003 年 4 月 1,188  217  5,464  
静岡市 2005 年 4 月 711  1,389  512  
堺市 2006 年 4 月 834  150  5,558  
新潟市 2007 年 4 月 803  726  1,107  
浜松市 2007 年 4 月 790  1,511  523  
岡山市 2009 年 4 月 686  790  868  
相模原市 2010 年 4 月 691  329  2,102  
熊本市 2012 年（目標） 663  267  2,480  
注：人口と面積は 2008 年 10 月１日現在。 
出所：「日本国勢図絵」2009/10 年版。 
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政令指定都市制度は特別区制度とともに、戦後の大都市制度を構成している。しかし政令指
定都市が 20 都市になると、新潟市のように周辺部に広大な農村部をかかえるミニ府県の性格を
そなえた政令指定都市が誕生するなど、多様化する。 
横浜市大都市制度検討委員会は、2005 年に移行した静岡市までの 14 の政令指定都市を都市
の規模・能力を示す指標（総人口、市内総生産、従業者数など）と中枢性を示す指標（昼夜間
人口比率、資本金１億円以上の企業数、研究機関数等）で総合評価（平均＝100）した 1）。二つ
の指標とも 100 を大幅に上回っているのが大阪市、名古屋市、横浜市の３都市（A 型と呼ぶ）
であり、おおむね 100 となっているのが札幌市、京都市、神戸市、福岡市の４都市（B 型と呼
ぶ）であり、その他の７都市（C 型と呼ぶ）は 100 をかなり下回っている。堺市は C 型に属す
ると考えられる。 
本稿では、C 型に属する堺市を主な対象とし、市経済の状況を反映する人口移動（転出入）・
人口流動（通勤・通学）、就業構造・製造業の分析をふまえて、市財政の現状と問題点を他の政
令指定都市と比較しつつ明らかにする。 
 
２ 堺市の人口と経済の動向 
 
（１）人口移動と人口流動 
新市域（2000 年までは堺市と美原町の合計）について国勢調査人口の推移をみると、高度経
済成長期（以下、安定成長期への移行期である 1970 年代前半を含む）には、1965 年の 483,841
人から 1970 年 616,558 人、1975 年 777,009 人と順調に増加した 2）。安定成長期に入ると増加の
テンポは鈍化したが、1980 年 839,421 人、1985 年 852,864 人と増加を続けた。1985～1990 年に
は旧美原町は 34,593 人から 37,134 人に増加を続けたが、旧堺市が 818,271 人から 807,765 人へ
の減少に転じ、1990 年には 844,899 人となった。1990～1995 年には旧美原町の人口が横ばいに
転じた結果、1995 年には 840,384 人となり、2000 年には 829,636 人で減少幅を拡大した。美原
町との合併後の 2005 年には 830,966 人で微増に転じている。 
人口の動向のうち、人口移動（社会増減、転出・転入）と就業者の人口流動（通勤による流
入・流出）は地域経済の動向を反映する。一般に大企業本社、中央政府機関などの中枢機能を
備えた大都市は、就業の場としての役割が大きいために、就業者の通勤による流入が流出を大
幅に上回り、就業人口の昼夜間人口比率は 100％を大幅に上回る。人口移動では大都市は一般
に社会増（転入超過）を示すが、基幹産業が衰退したり、地価が急騰して住宅地が外延的に拡
大した場合には、社会減（転出超過）に転じる。 
堺市においては、高度経済成長期には臨海コンビナート建設と泉北ニュータウン形成により、
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大幅な社会増（転入超過）が生じた。新日鐡は 1959 年に臨海工場地帯としての堺浜進出にあた
り、大阪府と協定（公有水面の埋立権の無償譲渡など）を結び、1962 年から製鉄所の操業を開
始した。堺市と和泉市にまたがる泉北ニュータウン開発は、大阪府企業局を事業主体とし、開
発面積 1,557 ㏊（うち堺市域 1,511 ㏊）、計画人口 18 万人で 1965 年 12 月～1983 年３月の 17 年
３ケ月を事業期間とするものであった 3）。 
自然増加数の拡大と相俟って、年平均で 1960 年代後半には社会増加数 16,156 人、人口増加
数 26,405 人、1970 年代前半には社会増加数 18,830 人、人口増加数 32,393 人に達した（表２参
照）。 
1973 年秋に第１次石油危機に見舞われると、臨海型重化学工業（鉄鋼業、石油化学工業など）
は原油急騰により打撃を受け、成長業種から衰退業種に転じた。1979～1980 年の第２次石油危
機は、こうした動きを加速化した。産業構造の転換に対応して臨海コンビナートは衰退し、雇
用吸収力を大幅に低下させた。 
堺市の人口移動をみると、1970 年代後半には年平均で社会増加数は 4,046 人に急減した。1980
年代前半には 4,596 人の社会減（転出超過）に転じ、1980 年代後半には社会減少数は 6,074 人
に達した。人口増加数は 1970 年代後半には 15,121 人と半減し、1980 年代前半には 2,857 人に
まで減少したが、出生率の低下により 1980 年代前半には社会減を自然増で埋め合わせすること
 
表２ 人口増減数－年平均－ 
     単位：人 
  人口増減数 自然増加数 社会増加数     
        転入数 転出数 
1965-1969 26,405  6,833  16,156  55,998  39,842  
1970-1974 32,393  12,169  18,830  66,491  47,661  
1975-1979 15,121  11,075  4,046  53,144  49,098  
1980-1984 2,857  7,453  -4,596  40,408  44,404  
1985-1989 -1,159  4,915  -6,074  33,923  39,997  
1990-1994 -1,868  3,523  -5,392  33,633  39,025  
1995-1999 -1,363  2,874  -4,237  34,807  38,985  
2000-2004 330  2,234  -1,904  33,863  35,767  
2005-2007 1,688  1,272  416  30,591  30,177  
注：資料では 1971 年まで自然増加数と社会増加数の合計が人口増加数と一致しない。 
出所：堺市ホームページ。 
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ができず、人口減少（年平均 1,159 人）に転じた。 
転出数は 1980 年代には減少に転じた。従って社会減は転入数の大幅な減少によって生じてい
る。年平均の転入数は 1980 年代後半には 33､923 人と 1970 年代前半と比較して半減している。
主に堺市における臨海部を中心とする雇用吸収力の急激な低下が転入数の大幅な減少を通じて、
人口減少をもたらしたといえよう。1990 年には新日鐡が高炉を休止し、233 ㏊の工場用地が遊
休化した。 
1990 年代に社会減少数は縮小傾向を示したが、自然増加数の縮小により、人口は減少を続け
た。2000 年代前半に入ると、年平均の転出数が 1990 年代後半の 38,985 人から 35,767 人に３,000
人以上も縮小したことにより、社会減少数は 4,237 人から 1,904 人に急減した。2005～2007 年
には小幅ながらも年平均 416 人の社会増に転じた。人口移動の変化を反映して、人口は 2000
年代前半には年平均 330 人の増加に転じ、2005～2007 年には増加数が 1,688 人に拡大した。政
令指定都市への移行を前に、堺市の人口は減少基調から増加基調へと顕著な変化をみせていた
 
表３ 常住人口、昼間人口、昼夜間人口比率－国勢調査－ 
人/％ 
  人口 
  常住人口 流出人口 流入人口 流出入超過 昼間人口 昼夜間 
  （夜間人口）   人口  人口比率 
1970 年 594,367 109,714  73,295 -36,419 557,948  93.9  
1975 年 750,688 150,761  83,603 -67,158 683,530  91.1  
1980 年 809,145 170,400  91,659 -78,741 730,404  90.3  
1985 年 817,831 183,268  102,796 -80,472 737,359  90.2  
1990 年 806,622 200,400  117,440 -83,004 723,618  89.7  
1995 年 801,314 206,584  117,541 -89,043 712,271  88.9  
2000 年 790,499 176,061  115,798 -60,263 730,236  92.4  
2005 年 825,638 176,168  122,110 -54,058 771,580  93.5  
 就業人口 
 常 住 通勤による 通勤による 通勤による 昼 間 昼夜間就業 
 就業人口 流出数 流入数 流出入超過数 就業人口 人口比率 
１９７５ 318,251 131,059  69,607 -61,452 256,799  85.7  
１９８０ 342,236 146,846  76,781 -70,065 272,171  79.5  
１９８５ 355,903 155,511  85,988 -69,523 286,380  80.5  
１９９０ 376,650 168,322  96,747 -71,575 305,075  81.0  
１９９５ 389,468 176,540  101,683 -74,857 314,611  80.8  
２０００ 364,071 154,026  101,609 -52,417 311,654  85.6  
２００５ 370,147 154,881  108,039 -46,842 323,305  87.3  
出所：堺市ホームページ。 
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点が注目される。 
堺市は大和川を隔てて北側で大阪府に接し、地下鉄御堂筋線、阪和線、南海本線、南海高野
線、阪堺電気軌道などの鉄道で連接されて、通勤・通学の利便性が高い。そこで堺市は大都市
でありながら、大阪市のベットタウンとしての地位と泉州地域や南河内地域に対する就業・修
学の場としての地位と二重の性格を示している点が特徴的である。 
1970 年以降の人口流動の推移をみると、通勤・通学による流入人口と流出人口は 1995 年ま
でともに増加したが、流出超過数は 1995 年まで拡大を続けた（表３参照）。そこで昼夜間人口
比率は大都市でありながらも 100％を下回り、1970 年の 93.9％から 1995 年の 88.9％まで一貫
して低下した。2000 年代に入ると、流出人口が減少に転じるとともに、流入人口が増加し、流
出超過数も縮小に転じた。昼夜間人口比率は上昇に転じ、2005 年には 93.5％と高度経済成長期
の 1970 年の比率を回復した。 
就業人口の通勤による流動をみても、流出数と流入数は通学者を含めた人口流動と同じ動き
を示している。昼夜間就業人口比率は 1995 年まで 80％前後で推移したが、2000 年 85.6％、2005
年 87.3％と上昇している。政令指定都市への移行を前に、昼夜間人口比率と昼夜間就業人口比
率が 100％を下回るものの上昇に転じ、この指標では大都市としての性格を帯びつつあった点
も注目される。 
 
（２）昼夜間就業構造 
常住地ベースで 15 歳以上の就業者の産業別構成をみると、1970～1990 年の 20 年間に第２次
産業比率は 45.9％から 34.4％へ 20 ポイント以上も低下した半面、第３次産業比率は 44.2％か
ら 63.2％へ 20 ポイント弱上昇し、就業構造レベルのサービス経済化が急速に進行した。1990
～2005 年の 15 年間には、第２次産業比率は 34.4％から 25.6％へ９ポイント低下した半面、第
３次産業比率は 63.2％から 70.0％へ７ポイント上昇したが、サービス経済化のテンポは緩慢に
なっている。 
2005 年の就業構造をみると、第３次産業比率は常住地ベース（夜間人口ベース）で 70.0％に
達しているが、堺市の産業構造を反映する従業地ベース（昼間人口ベース）では 66.5％にとど
まっている（表４参照）。通勤による就業人口の流動で、第３次産業が 43,841 人の流出超過（流
出超過総数の 93.6％）になっていることによる。産業大分類でみると、流出超過数が１万人を
超えて大きいのは卸売・小売業とサービス業（他に分類されないもの）であるが、従業地ベー
スの就業者数に対する流出超過数の比率が高いのは、情報通信業（200.8％）と金融・保険業
（43.1％）である。 
他方、流入数が最も多いのは製造業（24,394 人）であり、卸売・小売業（18,850 人）がこれ
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に次ぐ。製造業では流出数と流入数がほぼバランスしているため、製造業比率は従業地ベース
では 19.2％と常住地ベース（16.9％）を上回っている。 
人口基準から政令指定都市に指定されたとはいえ、堺市の産業構造では大都市型の情報通信
業や金融・保険業の集積度が低く、それらの就業の場を大阪市に依存している。臨海型重化学
工業が衰退したとはいえ、製造現場としての地位は依然として高い。 
 
（３）製造業の推移と企業立地 
堺市の産業構造を特徴づける製造業の推移を「工業統計表」の従業者数からみると、高度経
済成長期の 1969～1970年の 8万８千人前後をピークとして、２度の石油危機を契機として 1980
年の６万８千人まで約２万人も急減した。その後、バブル期の 1990 年までは６万６千人から７
万１千人の間で推移したが、バブル崩壊後の経済の長期停滞と製造現場の海外移転により、1995
表４ 昼夜間就業構造－2005 年－ 
  従業地ベース 常住地ベース 就業人口の流動（人） 
  実数（人） 構成比（％） 実数（人） 構成比（％） 流入 流出 流出入超過 
就業者総数 323,305  100.0  370,147 100.0 108,039 154,881 -46,842  
第１次産業 1,952  0.6  1,971 0.5 126 145 -19  
第２次産業 92,846  28.7  94,927 25.6 34,663 36,744 -2,081  
 建設業 30,834  9.5  32,228 8.7 10,263 11,657 -1,394  
 製造業 62,004  19.2  62,691 16.9 24,394 25,081 -687  
第３次産業 215,086  66.5  258,927 70.0 71,820 115,661 -43,841  
 電気業等 1,916  0.6  1,960 0.5 1,219 1,263 -44  
 情報通信業 2,658  0.8  7,996 2.2 1,214 6,552 -5,338  
 運輸業 20,016  6.2  21,980 5.9 8,635 10,599 -1,964  
 卸売・小売業 60,469  18.7  73,569 19.9 18,850 31,950 -13,100  
 金融・保険業 6,877  2.1  9,844 2.7 3,338 6,305 -2,967  
 不動産業 5,536  1.7  7,097 1.9 1,393 2,954 -1,561  
 飲食店・宿泊業 15,341  4.7  17,657 4.8 2,857 5,173 -2,316  
 医療・福祉 35,877  11.1  37,910 10.2 10,232 12,265 -2,033  
 教育・学習支援業 15,551  4.8  16,525 4.5 6,532 7,506 -974  
 複合サービス事業 2,300  0.7  2,975 0.8 849 1,524 -675  
 サービス業 40,737  12.6  51,815 14.0 12,547 23,625 -11,078  
 公務 7,808  2.4  9,599 2.6 4,154 5,945 -1,791  
注：１）就業者総数には分類不能の産業が含まれる。 
  ２）サービス業と公務は他に分類されないもの。 
  ３）第２次産業には鉱業が含まれる。 
出所：大都市統計協議会「大都市比較統計表」2009 年。 
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年６万１千人、2000 年５万２千人、2004 年４万３千人と減少し、ピーク時の 1/2 以下に縮減し
た。輸出主導型景気回復の下で、2005～2006 年には 5 万１千人～５万３千人に増加している。
2008 年から後述するシャープ工場の進出が雇用効果を生み出すから、政令指定都市移行前後に
製造業の雇用が回復傾向を示している点が堺市の特徴といえる。 
製造品出荷額等の面から製造業の業種構成をみると、1990 年には新日鐡が高炉を休止したに
もかかわらず、素材型重化学工業が 51.4％と高い比率を占め、産業中分類では鉄鋼業が 19.9％
と最も高い比率を占めていた（表５参照）。鉄鋼業では新日鐡以外に日新製鋼（株）、（株）栗本
鐡工所等が立地している 4）。コスモ石油（株）、東燃ゼネラル石油（株）が立地する石油等製造
業が 15.9％で第２位であった。加工組立型重化学工業の比率は 34.5％と低いが、（株）クボタ
の農業機械生産工場が立地する一般機器製造業は 14.2％で第３位の地位を占めていた。輸送機
器製造業は、自転車製造で有名な地場企業（株）シマノが立地しているものの、8.7％を占める
にすぎなかった。 
2000 年まで製造品出荷額等が減少傾向を示す中で、素材型重化学工業の構成比は 50％前後で
推移した。2006 年には製造品出荷額等が 1990 年水準を回復したが、顕著に増加したのは素材
型重化学工業であり、構成比は 59.2％に高まった。石油製品等製造業は 2000 年の 24.7％から
 
表５ 製造品出荷額等の業種別内訳 
  実数（万円） 構成比（％） 
  1990 1995 2000 2006 1990 1995 2000 2006 
製造業計 27,232 23,074 22,355 27,372 100.0 100.0 100.0 100.0 
重化学工業 23,399 19,787 18,989 24,105 85.9 85.8 84.9 88.2 
 素材型 14,001 11,235 11,203 16,200 51.4 48.7 50.1 59.2 
  化学工業 2,538 2,041 1,686 1,820 9.3 8.8 7.5 6.7 
  石油製品等製造業 4,321 4,072 5,516 9,029 15.9 17.6 24.7 33.0 
  鉄鋼業 5,419 3,943 2,985 4,031 19.9 17.1 13.4 14.7 
  非鉄金属製造業 1,723 1,179 1,016 1,320 6.3 5.1 4.5 4.8 
 加工組立型 9,398 8,552 7,786 7,905 34.5 37.1 34.8 28.9 
  金属製品製造業 2,292 2,172 1,932 1,938 8.4 9.4 8.6 7.1 
  一般機器製造業 3,856 3,445 3,464 4,399 14.2 14.9 15.5 16.1 
  電気機器・電子部品製造業 493 398 471 578 1.8 1.7 2.1 2.1 
  輸送機器製造業 2,357 1,992 1,357 949 8.7 8.6 6.1 3.5 
  精密機器等製造業 400 545 562 41 1.5 2.4 2.5 0.1 
軽工業等 3,833 3,287 3,366 3,237 14.1 14.2 15.1 11.8 
注：従業者４人以上の事業所のデータ。 
出所：「工業統計表：市町村編」。 
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2006 年の 33.0％で構成比を大幅に高めたが、原油価格の高騰が大きく影響していると考えられ
る。中国の急速な経済成長に伴う輸入増加を主因として、鉄鋼業と非鉄金属製造業（昭和電工
など）も増加に転じ、構成比を高めた。加工組立型製造業では、一般機器製造業は増加に転じ
たが、安価な自転車の輸入におされて（株）シマノが自転車部品のＯＥＭ生産への転換を余議
なくされた結果、輸送機器製造業は縮小を続けている。 
高度経済成長期以降、地方自治体の産業政策の中心を占めてきたのは企業誘致政策であった
が、バブル崩壊後の国内での工場立地の縮小により、「産業クラスター戦略」を中心に地域の既
存産業の活性化と新産業の創出に重点を移した。堺市においても、企業の競争力強化と新事業
の創出をめざして、①産学連携支援（産学官連携推進協議会の設立、産学共同研究開発補助金
の交付など）、②地域企業の競争力強化（競争力強化連携補助金の交付など）、③新事業創出の
促進（さかい新事業創造センターによるインキュベーション、堺地域振興ファンドによるベン
チャー企業等への出資など）を実施してきた 5） 
旧通産省の工業立地件数がボトムとなった 2002 年２月、シャープが三重県亀山市への液晶テ
レビ工場の進出を発表、2004 年１月に操業を開始したが、凸版印刷など製造業の関連会社 18
社も進出した 6）。工場の海外進出が拡大する中で、世界最大の液晶パネルテレビ一貫生産工場
の国内立地に寄与した三重県知事のトップセールスと巨額の補助金制度の創設（三重県 90 億円、
亀山市限度額 45 億円）といった積極的な企業誘致政策が全国の自治体から注目を浴びた。2004
年から全国計の件数が回復にむかう中で、誘致企業に対する補助金の大幅拡充など、産業政策
の中で再び企業誘致に重点を置く自治体が増えている。 
堺市も 2005 年４月に堺市企業立地促進条例を施行した 7）。対象事業は製造業、情報通信業、
運輸業等で、優遇内容は固定資産税（家屋、償却資産）、都市計画税（家屋）及び事業所税の不
均一課税で投資額 600 億円以上は 4/5 軽減（10 年間）、投資額 300～600 億円は 2/3 軽減、投資
額 10 億円～300 億円は 1/2 軽減（５年間）である。2006 年４月には関西初の緑地規制の緩和を
盛り込んだ工場立地法地域準則が施行された。工業専用地域等の緑地面積率は 25％から 10％、
15％に大幅に緩和する。 
大阪府は、2002 年のシャープの亀山進出の際の「誘致失敗」、2006 年の武田薬品工業研究所
の「誘致失敗」を教訓に、関西財界の企業誘致への強い意欲をみせていた。シャープ誘致が俎
上に上がった 2007 年４月には大阪府企業立地促進条例を改正、補助金上限を 30 億円から 150
億円に引き上げた。さらにシャープ進出決定後の８月には、不動産取得税が 1/2 に軽減される
「産業集積促進地域」を堺浜地域に拡大するなど、シャープ進出に狙いを絞った対応策を講じ
ている。 
2007 年７月、兵庫県姫路市との誘致合戦が行われた世界最大規模の液晶パネル工場について、
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シャープは堺浜への新工場建設を正式に発表した。シャープが工場立地を決めた堺浜は新日鐡
が 1990 年に高炉を休止して以降、遊休地化していたものである。堺浜は 2002 年に都市再生緊
急整備地域の第１次指定を受け、2006 年には新日鐡を開発主体として、シネマコンプレックス、
パチンコ店、家電量販店、スーパー銭湯などの施設を中心とする「堺浜シーサイドステージ」
が開業した。シャープは工場建設の正式決定後の９月に新日鐡と売買契約を締結した。 
（財）日本立地センターが 2007 年１～２月に実施した調査によると、新規立地計画があると
した企業があげた立地要因の重要項目（複数回答）の中で、用地価格が第１位、既存拠点との
近接が第２位（55.3％）で、優遇制度は 23.1％にすぎない 8）。 
その後、シャープの堺工場（127 万㎡）は、世界最大の第 10 世代液晶パネル工場と世界最大
規模の太陽電池工場という構成に変更され、大日本印刷、凸版印刷、旭硝子など関連企業 17
社が進出した。液晶パネル工場は 2009 年 10 月に操業を開始し、太陽電池工場は 2010 年３月に
操業開始予定である。 
堺市ではシャープ立地による経済波及効果を工場建設による効果（関連企業を含む）約 8,000
億円、生産活動による効果（シャープ液晶パネル第１工場分）年間約１兆 1,000 億円、雇用拡
大約１万人（うち市内分 6,000 人）と試算している 9）。この試算については、外部労働者の賃
金を社員（正規労働者）と同額にしていて、過大評価であるという批判がでている 10）。正確な
経済効果は不明であるが、2007 年の製造出荷額等３兆 1,542 万円、製造業従業者数５万 2,771
人からみて、2009 年以降、製造業の出荷額と従業者数をかなり上乗せすると考えられる。政令
指定都市移行後、シャープの巨大工場の進出により、堺市の産業構造は製造現場としての性格
が色濃くなる点が注目される。 
 
（４）政令指定都市の中での堺市の特徴 
2010年４月に移行する相模原市と 2012年の移行を目標としている熊本市を含めた 20政令指
定都市の中での堺市の特徴をみよう（表６参照）。 
第１に昼夜間人口比率と昼夜間就業人口比率（従業地ベースの就業人口の常住地ベースの就
業人口に対する比率）が 100％を下回っている６都市のひとつであり、著しく中枢機能が高い
都市（昼夜間人口比率、東京 23 区 166.9％、大阪市 180.2％）のベットタウンとしての役割を
果している。昼夜間就業人口比率が 100％を下回っている６都市のうち５都市は東京圏にあり、
相模原市（78.2％）、川崎市（79.4％）、横浜市（82.3％）の順で低い。関西圏では堺市（88.2％）
だけである。 
第２に人口の社会増加率（現住人口に対する転入超過数の比率）が 0.04％と低い。中枢性が
高い大阪市、名古屋市、福岡市よりも川崎市、千葉市、さいたま市といった東京圏のベットタ 
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表６ 政令指定都市の人口・経済データ 
  人口 就業人口（2005 年） 
  社会増減数 社会増減率 昼夜間人口 従業地 流入 流出 流入超過 常住地 流入超過率 昼夜間就業 
  （人） （％） 比率（％） ベース(人） （人） (人） （人） ベース（人） （％） 人口比率（％） 
横浜市 11,820  0.33 90.4 1,429,149 345,411 653,121 -307,710 1,736,859 -21.5  82.3  
名古屋市 5,140  0.23 114.7 1,361,680 441,670 170,370 271,300 1,090,380 19.9  124.9  
京都市 -963  -0.07 108.4 766,630 180,582 102,220 78,362 688,268 10.2  111.4  
大阪市 7,064  0.28 138.0 2,090,218 1,143,792 206,422 937,370 1,159,848 44.8  180.2  
神戸市 2,877  0.19 101.8 680,643 170,378 157,036 13,342 667,601 2.0  102.0  
北九州市 -1,394  -0.14 102.8 458,212 65,365 43,995 21,370 436,942 4.7  104.9  
札幌市 2,971  0.16 100.9 856,318 71,621 55,935 15,686 840,632 1.8  101.9  
川崎市 11,413  0.85 87.1 553,398 208,932 352,543 -143,611 697,009 -26.0  79.4  
福岡市 4,895  0.36 113.4 798,752 216,534 66,614 149,920 648,832 18.8  123.1  
広島市 885  0.08 102.6 584,609 78,884 57,976 20,908 563,701 3.6  103.7  
仙台市 -391  0.00 107.7 522,328 106,132 47,270 58,862 463,446 11.3  112.7  
千葉市 6,682  0.72 97.2 403,035 149,332 431,779 -28,744 431,779 -7.1  93.3  
さいたま市 5,736  0.48 91.9 486,389 181,516 271,702 -90,186 576,575 -18.5  84.4  
静岡市 -744  -0.10 103.8 380,079 44,374 25,107 19,267 360,812 5.1  105.3  
堺市 294  0.04 93.5 326,305 108,039 154,881 -46,842 370,147 -14.4  88.2  
新潟市 -567  -0.07 102.4 397,057 43,031 30,938 12093 384964 3.0  103.1  
浜松市 923  0.12 100.7 426,446 39,945 37,286 2,659 423,787 0.6  100.6  
岡山市 490  0.07 107.8 347,243 68,087 38,815 29,278 317,971 8.4  109.2  
相模原市 1,907  0.28 87..3 237,037 70,446 140,698 -70,252 303,289 -29.6  78.2  
熊本市 -12 0.00 106.1 331,639 59,048 42,050 16,998 314,614 5.1  105.4  
  就業構造-常住地ベース、2005 年ー（％） 就業構造-従業地ベース 2005 年ー（％） 製造品出荷 年間小売販 
  第１次産業 第２次産業   第３次産業 第１次産業 第２次産業   第３次産業 額等（十億円） 売額（十億円） 
      製造業       製造業    2006 年 2006 年度 
横浜市 0.5  21.8 13.6 74.8  0.6 21.5 12.3 74.8 4,889  9,311  
名古屋市 0.3  25.0 16.7 72.5  0.2 22.4 13.8 75.5 3,878  27,863  
京都市 0.9  22.6 16.1 73.2  0.8 22.1 15.8 74.1 2,251  5,650  
大阪市 0.1  25.0 14.7 72.9  0.1 22.0 14.7 76.2 4,013  45,652  
神戸市 0.8  20.2 13.5 76.1  0.8 19.8 13.0 76.6 2,661  14,592  
北九州市 0.9  24.9 14.5 72.2  0.8 24.5 14.0 72.7 1,935  3,079  
札幌市 0.4  15.9 5.8 80.4  0.4 15.5 10.2 80.9 510  10,027  
川崎市 0.4  21.0 13.1 71.5  0.5 25.2 16.6 65.9 4,476  3,040  
福岡市 0.8  14.5 8.8 81.6  0.6 14.4 8.8 82.3 591  13,522  
広島市 1.3  22.0 12.2 74.5  1.2 20.7 10.7 76.0 2,224  8,033  
仙台市 1.1  15.3 6.3 81.6  1.0 15.5 5.7 81.8 997  7,837  
千葉市 0.8  19.2 10.9 76.4  0.9 17.4 8.5 78.2 1,091  3,291  
さいたま市 1.0  21.3 10.8 74.6  1.0 19.4 10.8 76.2 894  4,069  
静岡市 3.3  27.5 17.4 67.7  3.2 26.0 16.3 69.4 1,644  3,305  
堺市 0.5  25.6 19.2 70.0  0.6 28.7 19.2 66.5 2,734  1,704  
新潟市 4.5  22.8 12.6 71.3  4.3 22.5 10.5 71.8 950  3,698  
浜松市 4.8  37.0 29.0 56.7  4.8 35.1 26.8 58.6 2,850  2,773  
岡山市 3.4  22.7 13.1 72.1  3.6 3.0 21.6 12.0 966  3,024  
相模原市 0.5 27.1 18.7 69.4 0.7 28.8 19.6 67.2 1,500  1,302  
熊本市 3.4 16.6 8.5 77.5 3.4 16.6 8.5 77.5 293  2,431  
注：１）社会増減数は 2008 年（岡山市、相模原市、熊本市は 2008 年度）。社会増減率は社会増減数の人口 
   （2008 年 10 月 1 日現在、岡山市、相模原市、熊本市は 2009 年３月 31 日現在）に対する比率。 
  ２）就業者の流入超過比率は流入超過数の従業地ベースの就業者数に対する比率。 
  ３）就業構造の産業別内訳には上記以外に「分類不能の産業」を含む。 
出所：「住民基本台帳人口移動報告年報」2008 年、「国勢調査報告」2005 年、矢野恒太郎記念会編「データ
でみる県勢」2009 年。 
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ウンの方が社会増加率が高い。人口・経済力の「東京圏一極集中」の反映である。 
第３に従業地ベースの就業構造における製造業比率が 19.2％で浜松市（26.8％）、相模原市
（19.6％）に次いで３番目に高い（第４位は川崎市で 16.6％）。製造品出荷額等は横浜市、川崎
市、名古屋市、浜松市に次いで５番目に高い。堺市は製造現場として高い地位を占めている。
堺市の場合、大阪市への第３次産業を中心とした就業人口の流出比率が高い。したがって、常
住地ベースの第３次産業比率は従業地ベースを 3.5 ポイント上回っており、この差は比較的大
きい。常住地ベースと市内の産業構造を反映する従業地ベースの就業構造の乖離が比較的大幅
である。 
第４に個人所得水準（人口１人当たり個人住民税・所得割対象所得、2007 年度）は 139 万円
で 20 都市の中で５番目に低く、全国市区町村平均（149 万円）を下回っている 11）。政令指定都
市の所得水準は高くはない。上位 50 以内に入っているのは、川崎市（203 万円、38 位）と横浜
市（202 万円、39 位）の２市だけである。上位 10 市に入っているのは東京特別区（港区-609
万円-、千代田区-513 万円-、渋谷区 449 万円）である。関西圏では上位 50 位以内に芦屋市（282
万円、10 位）と西宮市（192 万円、49 位）が顔を出すにすぎない。 
ベッドタウンとしての高い地位（低い昼夜間就業人口比率）と重化学工業の集積という点か
らみると、堺市は政令指定都市の中では川崎市と比較的近似的であるといえよう。ただし昼夜
間就業人口比率は、堺市ではシャープの大規模工場の操業により上昇するとみられるのに対し
て、川崎市では超高層マンションの建設等が進みさらに低下するとみられる。堺市は製造現場
としての地位をさらに高めるとみられるのに対し、川崎市では製造現場から研究拠点への移行
が進んでいる 12）。製造現場機能を高める堺市とベッドタウンとしての地位と研究開発拠点とし
ての機能を高める川崎市という差異が顕著になってくると考えられる。 
 
３ 政令指定都市制度と堺市の政令指定都市移行 
 
（１）五大市の府県からの独立運動の停止と政令指定都市制度の創設 
戦前以来、六大都市（東京市、京都市、大阪市、名古屋市、神戸市、横浜市）は、府県との
二重行政の排除、大都市としての自治権強化を目的として、府県からの独立を求めてきた 13）。
1943 年に東京に都制が施行された結果、東京市はこの運動から外れることになったが、残る五
大市によってこの運動は引き継がれた。 
1947 年制定の地方自治法では、人口 50 万人以上の市について、都道府県の区域外とする特
別市の法律による指定を定めたが、この指定にあたっては憲法第 95 条に基づいて「その地方公
共団体の住民の投票」を必要とした。特に豊かな税源を特別市に抜き取られた後に財源の枯渇
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に見舞われる府県は、特別市の独立に強く反対した。国は、戦前の府県知事官選制に替わる中
央集権システムの中核を府県に対する機関委任事務と国庫支出金としたから、府県の利害を優
先し、五大市の要求を退けた。1947 年 12 月の法改正により、「関係府県民の投票」が必要とな
り、特別市実現の途は閉ざされた。 
1956 年の地方自治改正に際して、空文化した特別市の規定が削除された半面、代替措置とし
て政令指定都市制度が創設された。政令指定都市制度の特別市との差異は、府県から独立した
自治体ではなく、府県の区域内の市町村と同じ位置づけで特例的に道府県の事務の一部が移譲
されるにすぎないことである。 
 
（２）政令指定都市の行財政 14） 
政令指定都市の一般市町村と比較した場合の優越的地位は、地方自治法第 252 条の 19 の規定
とその他の法令に基づく道府県事務の移譲の面に現れている。移譲された主な事務は、多くの
福祉関係事務（老人福祉、母子福祉、身体障害者福祉、知的障害者福祉、精神保健福祉など）、
一部を除く国道・県道の管理、道府県教職員の任免・研修と定時制高校人件費である。 
一方、政令指定都市制度の限界は、財源面、特に道府県からの税源移譲はなく、徴収できる
税目は一般市町村と変わらない点に端的に現れている。道府県からの財源交付は、①軽油引取
税交付金の配分（一般市町村には不交付）、②自動車取得税交付金の優先的配分として行われる
にすぎない。国からの財源交付も、③地方揮発油譲与税の県・指定都市への優先的配分、④石
油ガス譲与税の県・指定都市への配分（一般市町村には譲与なし）として行われている。その
他に、総務大臣の許可を受けて、宝くじを発行することができる。 
以上のような税源移譲を伴わない財源措置は、事務移譲に伴う財政支出の増加を賄うにはき
わめて不十分であり、地方交付税の増額に大きく依存することになる。事務移譲に伴う増加需
要の算入と普通態容補正による大都市の財政需要を反映した上積み等により、基準財政需要額
は大幅に増加する。上記の財政措置による基準財政収入額の増額は不十分であるため、国によ
る地方交付税の大幅削減または景気上昇による市税の大幅な増額という局面を除くと、政令指
定都市移行に伴い地方交付税はかなり増加する。 
 
（３）指定基準（人口規模）の弾力化 
地方自治法では政令指定都市について「人口 50 万人以上」と規定されているが、実際の指定
では人口 100 万人以上が基準となっており、人口 80 万人以上でかつ将来 100 万人への増加が見
込まれる（福岡市、札幌市）というのが最低基準とされてきた。 
2000 年（平成 12）４月、市町村合併特例改正法（10 年間の時限立法）が施行され、地方交
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付税の削減を通じて国の財政再建に寄与することを主な狙いとする「平成の大合併」が進めら
れた 15）。 
合併には多様なパターンがあったが、政令指定都市づくりもその一つであった。ただし市町
村合併を進めても、人口規模の指定基準が政令指定都市づくりの制約となるケースがほとんど
であった。政令指定都市移行を目標とした静岡市と清水市の合併への動きは 1990 年代初めから
あったが、人口 80 万人の最低基準をクリアするのも不可能であり、1999 年 11 月に両市の市長
は人口要件を 70 万人台へ緩和するように国に要望した 16）。 
2001 年８月、国は「市町村合併推進プラン」を作成したが、その一環として「政令指定都市
の指定基準の弾力化」が盛り込まれた。事実、2005 年４月に静岡市は 70 万人台の人口で政令
指定都市に移行した。「市町村合併推進プラン」以降政令指定都市に移行した６市のうち人口が
100 万人を超えていたのはさいたま市のみであり、堺市、浜松市、新潟市は 80 万人を超えてい
たが、「将来 100 万人への増加が見込まれる」というもう一つの最低基準は満たしていなかった。 
以上のように、2000 年代に入ると、政令指定都市制度は市町村合併の促進手段として利用さ
れている。そのため政令指定都市が多様化するとともに、大都市制度としての性格をさらに希
薄化させることになった。 
 
（４）堺市の政令都市移行 
堺市の政令指定都市への歩みをみると、早くも 1993 年（平成５）12 月に、市議会全会派一
致で「堺市の政令指定都市移行実現に関する要望決議」を行い、自治大臣、府知事、府議会議
長宛てに提出した 17）。1992 年には政令指定都市の区制への準備として、第１号支所としての中
支所が開設し、2000 年には６支所体制が確立している。1996 年には「中核市」に移行するとと
もに、堺市指定都市推進協議会が発足した。 
2001 年に国の「市町村合併推進プラン」が発表されると、美原町との合併協議を行いつつ、
弾力化された基準の下での政令指定都市移行への取り組みが加速化した 18）。堺市は大阪狭山市
や高石市との合併を志向したが、大阪狭山市の市議会での過半数の反対、高石市の住民投票に
おける過半数の反対により挫折し、美原町との合併を目指すようになった。 
2003 年４月には堺市・美原町（法定）合併協議会が設置され、2005 年２月には合併が施行さ
れた。合併協議中の 2003 年６月には大阪府と「政令指定都市移行連絡準備会議」が設置され、
2004 年８月には「政令指定都市移行連絡会議」に改組された。美原町との合併施行後の 2005
年３月には市議会で「堺市の政令指定都市の実現に関する意見書」を可決、同年５月に大阪府
へ政令指定都市実現を要望し、大阪府と「事務移譲等に関する確認書」を締結した。同月、大
阪府議会で「堺市の政令指定都市の指定に関する意見書」を可決した。 
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2005 年８月には総務大臣へ政令指定都市実現について要望し、同年８月に政令指定都市への
移行が閣議決定されるとともに、堺市を指定都市に指定する政令が公布された。翌 2006 年４月
に堺市は全国 15 番目の政令指定都市に移行した。 
 
４ 堺市の財政 
 
（１）政令指定都市移行後の普通交付税の縮小 
堺市の普通会計歳入規模の対前年度伸び率は、政令指定都市に移行した 2006 年度には 6.0％
の高さを示したが、2007 年度には 2.9％に低下している（表７）。2006 年度には、軽油引取税
が皆増（72 億円）となり、自動車取得税交付金が 28.3％、宝くじ収益を含む諸収入が 38.3％増
加している。地方譲与税が 24 億円増加しているが、「三位一体の改革」における国庫支出金の
削減とリンクした国税・所得税の地方への移譲がまず所得譲与税の交付として行われた影響が
大きい。税源移譲が個人住民税の税率引き上げという本来の形で行われた 2007 年度には地方譲
表７ 普通会計の歳入 
  実数(百万円） 構成比(％） 
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
歳入合計 268,866 284,977 293,119 100.0 100.0 100.0 
うち地方税 120,252 122,702 132,571 44.7 43.1 45.2 
  うち市町村民税個人分 35,458 38,539 44,397 ［29.5］ ［31.4］ ［33.5］ 
    市町村民税法人分 11,415 12,759 14,856 ［ 9.5］ ［10.4］ ［11.2］ 
   固定資産税 53,545 51,655 53,529 ［44.5］ ［42.1］ ［40.4］ 
   市町村たばこ税 5,565 5,727 5,676 ［ 4.6］ ［ 4.7］ ［ 4.3］ 
   都市計画税 10,433 9,963 10,152 ［ 8.7］ ［ 8.1］ ［ 7.7］ 
  地方譲与税 5,063 7,829 2,689 1.9 2.7 0.9 
  自動車取得税交付金 1,927 2,472 2,269 0.7 0.9 0.8 
  軽油引取税交付金 - 7,163 7,120 - 2.5 4.1 
  地方交付税 28,640 27,770 26,661 10.7 9.7 9.1 
   うち普通交付税 27,490 26,716 25,736 10.2 9.3 8.8 
      基準財政需要額 123,887 135,176 135,576       
     基準財政収入額 96,841 108,526 110,234       
  国庫支出金 45,418 45,604 48,252 16.9 16.0 16.5 
  諸収入 7,153 9,896 10,888 2.7 3.5 3.7 
  地方債 19,340 21,866 21,797 7.2 7.7 7.4 
注：１）［  ］内は地方税における構成比。 
  ２）基準財政需要額と基準財政収入額は普通交付税の算出基礎。 
出所：「市町村決算状況調」2005～2007 年度版。 
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与税は 27億円と前年度の 1/3に縮小している。いずれにしても 2006年度における歳入増加は、
政令指定都市移行に伴う財源上の特例措置に支えられている。 
注目されるのは、2006 年度と 2007 年度に普通交付税が減少し、構成比も 2005 年度の 10.2％
から 9.3％、8.8％と低下していることである。全国ベースでみると、政令指定都市が道府県に
代わって負担している経費（一般財源等所要額）3,724 億円に対して、税制上の措置済額（国、
道府県の税からの譲与・交付）は 1,382 億円と４割弱にすぎず、差額は主に地方交付税によっ
て補てんされている 19）。堺市の普通交付税の算出基礎をみると、2006 年度に基準財政需要額は
113 億円しか増加していない。一方、基準財政収入額の増加額は 117 億円で基準財政需要額の
増加額を上回る。地方税の増加額は 25 億円弱にすぎず、その 75％にあたる 19 億円弱が基準財
政収入額の増加に寄与しているにすぎない。 
堺市が政令指定都市に移行したのは、国の地方交付税削減策が進められた時期である。小泉
内閣下（2002～2006 年度）の「構造改革」においては、日本型福祉国家で補完的役割を果たし
てきた国から地方への財政移転（国庫支出金、地方交付税）による地域間所得再分配機構が圧
縮された。公共事業の地方負担や投資単独事業の基準財政需要額への算入額の大幅削減を主な
手法として、地方自治体の財源不足額（基準財政需要額マイナス基準財政収入額）＝普通交付
税を圧縮した。地方財政計画ベースの地方交付税は、2001 年度の 21.4 兆円から 2007 年度の 15.2
兆円へ 6.2 兆円も圧縮された。堺市では、政令指定都市の移行による府事務の移管に伴う基準
財政需要額の上積みは行われが、従来からの事業に係る基準財政需要額が投資的経費を中心に
削減されたために、普通交付税が圧縮されたのである。地方交付税の増額に大きく依存した政
令指定都市に対する財源措置は、脆弱化している。 
（２）シャープ立地の税収効果 
シャープ立地の財政効果は歳入面では税収増加として現れる。2009 年９月のヒアリングで配
付された資料によると、堺市ではシャープほか 11 社で、条例による市税軽減措置が適用される
10 年間で累計約 170 億円、11 年目から 10 年間累計では約 450 億円になるとしている 20）。 
2008 年４月 17 日に堺市が発表したシャープほか５社の税収効果では、不均一課税が適用さ
れる 2010～2019 年累計では、本来の税収は 321 億円、８割軽減による税収は 76 億円（うち固
定資産税 57 億円、都市計画税 4 億円、事業所税 15 億円）、差し引き軽減額は 245 億円（年平均
24.5 億円）に達する。留意すべきことは、普通交付税の算定に際して、基準財政収入額には８
割軽減による税収ではなく、本来の税収の 75％が算入されることである。10 年間で基準財政収
入額は 57 億円（76 億円の 75％）しか増加しないのに、241 億円（321 億円の 75％）増加した
ものとして算定され、普通交付税は市税増加額を上回る規模で減額される 21）。企業立地に対す
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る市税軽減措置が過大であるのと、適用期間が 10 年間と長いために、一般財源の増収効果に限
界があることが注目される。 
当初 10 年間の税収効果は雇用拡大による個人市民税の増加に大きく依存する。個人市民税が
増加するかどうかは、シャープと関連企業の雇用が正規労働者を中心としたものかどうかによ
る。低賃金の非正規労働者は市民税所得割の増加に寄与できないからである。 
 
（３）政令指定都市移行後の歳出の道路整備への傾斜 
堺市の普通会計の歳出の内訳を性質別、目的別に示すと、表８、表９の通りである。政令指
定都市に移行した 2006 年度に歳出総額は前年度比で 6.0％増加したが、2007 年度には増加率は
2.1％に低下した。性質別でみると、構成比を高めたのは大半が普通建設事業費の投資的経費で
あり、2006 年度には補助事業費と単独事業費、2007 年度には単独事業費が構成比を高めた。 
目的別にみると、土木費、特に産業インフラ整備としての性格が色濃い道路整備への傾斜が
目につく。道路橋りょう費と街路費（都市計画費に含まれる）の合計の構成比は、2005 年度の
3.0％から 2006 年度 4.9％、2007 年度 6.3％と顕著に上昇している。 
堺市では、直接にシャープ工場のインフラとなる上下水道や道路の他に、臨海部の堺浜周辺
 
表８ 普通会計の性質別歳出 
  実数(百万円） 構成比(％） 
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
歳出合計 268,866 284,977 290,889 100.0 100.0 100.0 
義務的経費 147,285 151,630 156,785 54.8 53.2 53.9 
 人件費 51,468 50,216 50,725 19.1 17.6 17.4 
 扶助費 66,205 71,484 75,047 24.6 25.1 25.8 
 公債費 29,612 29,930 31,013 11.0 10.5 10.7 
投資的経費 25,935 30,743 30,880 9.6 10.8 10.6 
 うち普通建設事業 25,926 30,743 30,865 9.6 10.8 10.6 
   補助事業 9,237 11,373 4,931 3.4 4.0 1.7 
   単独事業 16,539 18,568 22,298 6.2 6.5 7.7 
その他の経費 95,646 102,604 103,224 35.6 36.0 35.5 
  物件費 33,822 33,253 34,188 12.6 11.7 11.8 
  維持補修費 1,557 1,772 1,952 0.6 0.6 0.7 
  補助費等 33,166 36,799 37,923 12.3 12.9 13.0 
  繰出金 19,218 18,333 19,369 7.1 6.4 6.7 
  積立金 3,454 4,509 738 1.3 1.6 0.3 
  投資・出資・貸付金 4,431 7,937 9,053 1.6 2.8 3.1 
出所：「市町村決算状況調」2005～2007 年度版。 
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に公共投資が集中している 22）。道路整備としては、堺市が経費の一部を負担する阪神高速道路
大和川線（「大阪都市再生環状道路」の一部を構成）、国土交通省による基幹的防災拠点整備の
一環としての臨港道路の他に、堺市が事業主体の都市計画道路築湊天美線が主要事業として進
められている 23）。 
子育て支援の強化を反映して、性質別では義務的経費のうちの扶助費、目的別では民生費の
うちの児童福祉費の構成比も上昇している。 
表９ 普通会計の目的別歳出 
  実数(百万円） 構成比(％） 
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
歳出合計 268,866 284,977 290,889 100.0 100.0 100.0 
総務費 28,257 28,409 31,232 10.5 10.0 10.7 
民生費 101,201 104,883 110,277 37.6 36.8 37.9 
 うち社会福祉費 19,146 18,907 21,521 7.1 6.6 7.4 
   老人福祉費 16,022 15,523 15,811 6.0 5.4 5.4 
   児童福祉費 30,282 33,543 35,779 11.3 11.8 12.3 
   生活保護費 35,748 36,909 37,163 13.3 13.0 12.8 
衛生費 25,567 27,252 26,991 9.5 9.6 9.3 
土木費 38,758 46,494 44,405 14.4 16.3 15.3 
 うち道路橋りょう費 5,673 9,757 11,566 2.1 3.4 4.0 
   都市計画費 26,501 31,777 28,161 9.9 11.2 9.7 
    街路費 2,443 4,210 6,579 0.9 1.5 2.3 
    公園費 6,490 7,225 4,270 2.4 2.5 1.5 
    下水道費 10,416 10,471 10,413 3.9 3.7 3.6 
    区画整理費等 7,153 9,871 6,898 2.7 3.5 2.4 
  住宅費 4,197 2,315 2,729 1.6 0.8 0.9 
消防費 10,291 9,899 11,200 3.8 3.5 3.9 
教育費 26,221 27,835 24,373 9.8 9.8 8.4 
 うち小学校費 6,378 6,595 4,703 2.4 2.3 1.6 
  中学校費 2,466 2,520 2,208 0.9 0.9 0.8 
  高等学校費 2,140 1,824 2,148 0.8 0.6 0.7 
  社会教育費 4,188 4,308 4,302 1.6 1.5 1.5 
  保健体育費 4,485 5,877 4,533 1.7 2.1 1.6 
   体育施設等 1,902 2,797 1,866 0.7 1.0 0.6 
   学校給食費 2,583 3,080 2,667 1.0 1.1 0.9 
公債費 29,623 29,986 31,064 11.0 10.5 10.7 
注：歳出合計には上記以外の費目（議会費、労働費、農林水産業費、商工費、災害復旧費）が含
まれる。 
出所：「市町村決算状況調」2005～2007 年度版。 
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（４）政令指定都市の中での堺市財政の特徴 
2007 年度普通会計決算における財政諸指標からみた 18 政令指定都市の中での堺市財政の特
徴をみよう（表 10 参照）。 
財政力指数は普通交付税算定における基準財政収入額を基準財政需要額で除した値（指標と
しては当該年度までの３ケ年度の算術平均が使われる）である。基準財政収入額に算入される
のは、地方譲与税等の 100％と地方税（標準税率、普通税）の 75％である。地方税の 25％分は
留保財源と呼ばれ、基準財政需要額が想定している国が定めた「標準的行政」を超える自主的
 
表 10 政令指定都市の財政指標－2007 年度決算－ 
  財政力指 普通交付税算定基礎 経常収支 公債費負担 実質公債費 
  数（３ケ年 基準財政 基準財政 比率（％） 比率（％） 比率（％） 
  度平均） 需要額 収入額 度平均）     
名古屋市 1.02 181,045 191,686 101.1 19.6 14.1 
横浜市 0.98 158,502 157,999 98.5 18.8 20.6 
大阪市 0.93 217,859 213,188 106.0 20.1  11.8  
Ａ型平均 0.98 182,474 183,620 101.9 19.5  15.5  
福岡市 0.83 185,850 158,886 98.2 24.9  18.4  
京都府 0.72 199,283 151,448 103.2 17.9  12.9  
神戸市 0.69 203,010 149,971 102.0 26.8  17.1  
札幌市 0.68 177,803 124,422 99.5 19.7  10.8  
Ｂ型平均 0.73 190,622 144,486 100.7 22.3  14.8  
川崎市 1.06 153,246 165,488 97.6 20.1  16.3  
さいたま市 1.01 140,335 146,157 90.5 13.8  8.3  
千葉市 1.00 153,203 157,770 102.6 21.1  19.6  
浜松市 0.91 167,767 155,870 88.8 17.9  12.9  
静岡市 0.90 164,521 153,687 91.6 19.3  11.2  
仙台市 0.83 171,558 147,679 103.5 23.2  13.6  
堺市 0.80 162,621 132,224 97.0 15.2  7.1  
広島市 0.79 182,600 147,456 102.7 21.0  16.1  
岡山市 0.76 167,560 131,714 99.2 22.4  18.1  
北九州市 0.69 198,437 141,917 101.9 21.8  6.3  
新潟市 0.70 184,893 131,619 91.3 16.4  11.5  
Ｃ型平均 0.86 167,054 147,624 97.0 19.3  12.8  
平 均 0.85 184,786 165,739 98.6 20.0  13.7  
注：１）各財政指標の類型平均、大都市（政令指定都市平均）は算術平均、基準財政需要額・基準財
政収入額（年度末住民基本台帳人口１人当たり）は加重平均。 
  ２）経常収支比率は、分母から臨時財政対策債、減収補てん債を除いた計数。 
出所：総務省ホームペイジ「平成 19 年度決算状況」より作成。 
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行財政の財源となる。従って財政力指数が高い自治体ほど、自主的行財政運営の余地が大きい。 
堺市の財政力指数は 0.80 と低い。最も高いのはＡ型であるが、Ｃ型平均がこれに次ぐ。Ｃ型
には①川崎市、さいたま市、千葉市など東京都のベッドタウンの性格が色濃い政令指定都市で
1.00 以上となっているタイプ、②浜松市、静岡市のように自動車産業などの工業集積度が高く
0.90 程度で 18 都市平均（0.85）を上回っているタイプ、③仙台市、堺市、広島市、岡山市、北
九州市、新潟市など 18 都市平均を下回っているタイプから成る。 
18 都市平均と比較すると、堺市の人口１人当たり基準財政需要額は 88.0％、基準財政収入額
は 79.8％となっている。人口密度が 18 都市で４番目に高い（表１参照）上に、大都市需要が
少ないために、行政コストは低い。それにもかかわらず財政力指数が低いのは、人口１人当た
り税収が少ないことによる。人口１人当たり個人住民税額をみると、前述した低い個人所得水
準を反映して、53,253 円と 18 都市の中で下から４番目に低く、8 万３千円台で１～２位の横浜
市と川崎市の 2/3 を下回っている 24）。 
財政の弾力性を示す経常収支比率はＡ型平均、Ｂ型平均とも 100％を超えているが、Ｃ型平
均は97.0％と比較的低い。堺市は97.0％でＣ型平均と同率であり、18都市の中で５番目に低い。
堺市の経常収支比率が低い主な要因は公債費負担が軽いことであり、一般財源等の公債費への
充当割合を示す公債費負担比率は 15.2％で 18 都市の中で最も低い。2007 年６月に成立した財
政健全化法で設定された健全化判断比率の一つである実質公債費比率は、標準財政規模に対す
る公債費プラス準元利償還金（一般会計が繰出金等で負担する公営企業債償還金など）の比率
であり、25％がイエローカード（一般単独事業債の起債が制限）となっている。堺市の実質公
債費負担比率は 7.1％で北九州市（6.3％）に次いで低い。 
堺市は税収水準が低いため財政力が低いが、投資的経費を抑制することにより、公債費負担
の膨張を抑え、政令指定都市の中では財政硬直化の度合いが弱い。今後、シャープ進出を支え
るために、臨海部でのＬＲＴ（ライトレールトランジット）整備といった過大な投資が行われ
るならば、財政の弾力性における堺市の優位性が失われる怖れがある。新市長はＬＲＴ整備に
反対しており、当面は堺市の優位性は保持されよう。 
 
むすび 
 
堺市は 2006 年４月に大都市としての政令指定都市に移行したが、財政再建に従属した市町村
合併促進の一環としての指定基準の緩和に支えられていた。昼夜間就業人口比率が 100％を大
幅に下回り、産業構造では大都市型の情報通信業や事業所サービス業の集積度が低い点からみ
て大都市としての性格は薄い。シャープ進出により、製造現場と大阪市のベットタウンという
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二重の性格をもつ堺市の非大都市的性格は一層強まろう。 
政令指定都市には道府県事務が大幅に移管されるにもかかわらず、道府県税の移譲はないに
等しい。地方譲与税などの財源措置は不十分で、地方交付税に依存せざるをえない。特に堺市
のように政令指定都市としては市税の収入水準が低い場合、低い財政力指数に示される通り、
地方交付税への依存度が高い。国の地方交付税政策の影響を大きく受けることになり、政令指
定都市移行後、堺市の普通交付税は縮小している。 
政令指定都市が大都市にふさわしく財源面での自立度を高めるには、道府県から政令指定都
市への事務移管に対応した税源移譲を進めることが必要である。三位一体の改革で、国と地方
の税収配分は、おおむね 60％対 40％から 55％対 45％に変更されたが、個人所得課税の移譲の
中心は都道府県であった。2009 年 11 月に地方分権推進委員会が地方税・財政をめぐる第４次
勧告（最終勧告）を行い、中長期課題として国と地方の税収配分を 50％対 50％とすること求め、
地方消費税の拡充などの議論を促した。 
「三位一体の改革」に続く第２次の税源移譲では消費税を対象とすべきとする意見が大半で
あるが、あわせて国税の最低税率分（３％）の移譲も進めるべきである。これにより個人所得
課税では、スウェーデンと同様に、最低税率部分（13％）は地方税となり、累進税率部分が国
税となる。併せて個人住民税・所得割の配分で、基礎的自治体としての市町村のシェアを高め
るべきであり、政令指定都市、中核市、特例市など道府県からの事務移譲の大きさに対応して、
市町村の所得割の税率に格差をつけるべきである。個人所得課税の移譲が最大となる政令指定
都市では、個人住民税と固定資産税を中核とする市税のウエイトが高まる半面、地方交付税へ
の依存度が低下し、財源面での自立度が高まろう。 
 
注： 
1) 横浜市大都市制度検討委員会［2009］、38～43 頁、土岐 寛［2009 年４月］、23～24 頁。 
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